
 

 

 

貸 借 対 照 表 
（ 2020年２月29日現在 ） 

 （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

 流  動  資  産 43,138  流  動  負  債 45,094

現 金 及 び 預 金 3,698 買 掛 金 13,012

売 掛 金 2,643 短 期 借 入 金 15,200

リ ー ス 投 資 資 産 800
一 年 以 内 に 返 済

予 定 の 長 期 借 入 金
8,122

商 品 32,151 リ ー ス 債 務 493

前 払 費 用 1,275 未 払 金 1,329

短 期 貸 付 金 2,066 未 払 法 人 税 等 2,558

そ の 他 502 未 払 消 費 税 等 1,118

未 払 費 用 1,360

賞 与 引 当 金 989

そ の 他 909

 固  定  資  産 106,008  固  定  負  債 33,383

 (有 形 固 定 資 産) ( 66,054 ) 長 期 借 入 金 17,793

建 物 28,637 リ ー ス 債 務 10,909

構 築 物 1,950 長 期 預 り 保 証 金 2,111

車 輌 運 搬 具 54 繰 延 税 金 負 債 370

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 2,389 資 産 除 去 債 務 646

土 地 23,827 役員株式給 付引 当金 10

リ ー ス 資 産 9,140 そ の 他 1,541

建 設 仮 勘 定 55 負  債  合  計 78,478

 (無 形 固 定 資 産) ( 2,118 ) 純 　資　 産　 の　 部

借 地 権 2,084  株  主  資　本 67,817

ソ フ ト ウ ェ ア 28 資 本 金 10,981

そ の 他 5 資 本 剰 余 金 13,323

 (投資その他の資産) ( 37,834 ) 資 本 準 備 金 13,319

投 資 有 価 証 券 7,938  その他資本剰余金 4

関 係 会 社 株 式 1,654 利 益 剰 余 金 43,512

長 期 貸 付 金 5,730 利 益 準 備 金 839

長 期 前 払 費 用 1,220  その他利益剰余金 42,673

敷金及び建築協力金 21,240 　　 特別償却準備金 13

そ の 他 50 別 途 積 立 金 19,646

 繰越利益剰余金 23,014

 評価・換算差額等 2,850

その他有価証券評価差額金 2,850

純 資 産 合 計 70,667

資 産 合 計 149,146 負債及び純資産合計 149,146

札幌市厚別区厚別中央3条2丁目1番1号 

代表取締役社長  石 黒 靖 規 
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損  益  計  算  書 

(2019年３月１日から

2020年２月29日まで) 
（単位：百万円） 

科      目 金              額 

売 上 高   164,422 

売 上 原 価   109,433 

売 上 総 利 益       54,989 

不 動 産 賃 貸 収 入   2,562 

営 業 総 利 益       57,551 

販売費及び一般管理費   48,906 

営 業 利 益       8,645 

営  業  外  収  益    

受 取 利 息 及 び 配 当 金  295  

そ の 他  55 350 

営  業  外  費  用    

支 払 利 息  1,179  

そ の 他  16 1,195 

経 常 利 益  7,799 

特 別 利 益    

固 定 資 産 売 却 益  2,458  

そ の 他  5 2,464 

特 別 損 失    

固 定 資 産 除 売 却 損  37  

減 損 損 失  274  

出店計画中止損及び閉店損  5  

災 害 損 失  64  

そ の 他  0 381 

税 引 前 当 期 純 利 益  9,882 

法人税、住民税及び事業税  3,307  

法 人 税 等 調 整 額  △ 166 3,141 

当 期 純 利 益  6,741 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(2019年３月１日から

2020年２月29日まで) 
（単位：百万円） 

 

 

 

  

株  主  資  本 

資本金   

資本剰余金 利益剰余金  

株主資本

合計 資本準備金 
その他資本

剰余金 

資本剰余金

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
特別償却

準備金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 10,981 13,319 4 13,323 839 38 19,646 19,489 40,013 64,318 

当期の変動額           

 剰余金の配当        △3,241 △3,241 △3,241 

 当期純利益        6,741 6,741 6,741 

 特別償却準備金の取崩      △25  25 - - 

 株主資本以外の項

目の当期変動額 

（純額） 

          

当期変動額合計 - - - - - △25 - 3,524 3,499 3,499 

当期末残高 10,981 13,319 4 13,323 839 13 19,646 23,014 43,512 67,817 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 3,703 3,703 68,022 

当期の変動額    

剰余金の配当   △3,241 

 当期純利益   6,741 

 特別償却準備金の取崩   - 

 株主資本以外の項

目の当期変動額 

（純額） 

△853 △853 △853 

当期変動額合計 △853 △853 2,645 

当期末残高 2,850 2,850 70,667 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

移動平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産  

商品 売価還元法による低価法 

  

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 

定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        10～45年 

構築物       10～40年 

工具器具備品    ５～20年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

(3) リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自

己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお

ります。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、2009年２月28日以前に契約を締結した所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

(4) 長期前払費用 定額法 

 

３． 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

 

(3) 役員株式給付引当金 

 

株式交付規程に基づくＤＣＭホールディングス株式等の交付及び給付

に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込み額に基づき

計上しております。 

 

４． 収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計

上基準 

リース料受取時に収益と費用を計上する方法によっております。また、

転リース取引については、リース料受取時に金利部分のみ収益を計上す

る方法によっております。 

なお、2009年２月28日以前に契約を締結した所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 
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５． 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 

 

(表示方法の変更) 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年度の

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に

表示しております。 

 

(追加情報) 

(取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入）    

 当社は、2017年５月22日開催の第67期定時株主総会において、当社及び当社の親会社であるＤＣＭホールデ

ィングス株式会社（以下「親会社」という）並びに親会社の連結子会社である２社（ＤＣＭカーマ株式会社及

びＤＣＭダイキ株式会社）の取締役（社外取締役及び国内非居住者並びに親会社及び親会社の連結子会社のい

ずれの会社でも業務執行を行っていない者を除く。以下「対象取締役」という。）に対する新たな報酬制度（以

下、「本制度」という。）を導入することを決議いたしました。当社は、対象取締役に対し、中期経営計画の達

成に向けたインセンティブ付け、ＤＣＭグループの持続的な成長への貢献意欲を高めること、及び株主の皆様

と利害を共有することを目的として、業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度である

本制度を導入いたしました。 

 

本制度の概要 

 本制度を導入するにあたり、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）

と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託により取得したＤＣＭホールディングス株式及び換価処分

金相当額の金銭（以下「ＤＣＭホールディングス株式等」という。）を業績目標の達成度等に応じて対象取締

役に交付及び給付（以下「交付等」という。）するものです。本制度は、2018年２月末日で終了する事業年度か

ら2020年２月末日で終了する事業年度までの連続する３事業年度（信託期間の延長が行われた場合には、以降

の各３事業年度とする。）を対象として、対象取締役の基本報酬額及び中期経営計画の業績達成度に応じポイ

ントを付与し、原則として、対象取締役が対象会社のいずれの取締役も退任する際に、累積ポイント数に基づ

いて算出されるＤＣＭホールディングス株式等について役員報酬として交付等を行います。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 50,622百万円 

 
２． 有形固定資産のうち、建物及び構築物88百万円、その他４百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取得価額から

控除しております。  
 

３． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

    短期金銭債権 3,523百万円 

    短期金銭債務        33,327百万円 

    長期金銭債権 5,730百万円 

    長期金銭債務 16,293百万円 

  

 

（損益計算書に関する注記） 

１． 関係会社との取引高  

   営業取引による取引高  

     売上高 6,716百万円 

    不動産賃貸収入 7百万円 

    仕入高 100,388百万円 

    販売費及び一般管理費 4,117百万円 

  

    営業取引以外の取引による取引高  

    受取利息 29百万円 

    支払利息 109百万円 

 

 
 

２． 減損損失  

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、各店舗及び賃貸物件等を最小の単位としてグル

ーピングしており、遊休資産についても、当該資産単独で資産のグルーピングをしております。 

店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及びドミナント

エリア戦略における店舗の再配置等による店舗閉鎖の意思決定が行われた場合について減損を認識し、各々

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。  
 

 

用 途  店舗（４店）、本部 

種 類  建物及び構築物、オフバラリース資産、その他 

減 損 損 失  建物及び構築物 70百万円 

  オフバラリース資産 145百万円 

  その他 58百万円 

   計 274百万円 

    

    

店舗については正味売却価額を回収可能価額としております。 

   なお、正味売却価額については、路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価額を反映していると考え

られる評価額を基に算出し評価しております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１． 当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式    42,303,057株 
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２． 配当に関する事項 

(1) 配当支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2019年５月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,017百万円 24円05銭 2019年２月28日 2019年５月29日 

2019年10月８日 

取締役会 
普通株式 2,224百万円 52円58銭 2019年８月31日 2019年10月31日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2020年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,959百万円 46円31銭 2020年２月29日 2020年５月26日 

 

 

(税効果会計に関する注記) 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金等 345百万円  

未払事業税等 204百万円  

建築協力金 157百万円  

減損損失 198百万円  

資産除去債務 196百万円  

その他 146百万円  

繰延税金資産 計 1,248百万円  

   

繰延税金負債  

長期前払費用 △279百万円  

その他有価証券評価差額金 △1,245百万円  

その他 △94百万円  

繰延税金負債 計 △1,619百万円  

繰延税金負債の純額 △370百万円  

   

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.4％  

（調整）     

住民税均等割等        1.4％        

受取配当金等永久に益金に算入されない項目                                       △0.1％        

その他       0.0％       

税効果会計適用後の法人税等の負担率       31.7％        

   

 

(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物及び構築物、什器等については、リース契約により使用しており

ます。 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社並びに銀行等金融機関からの借入により資金を調達し

ております。 

売掛金及びリース投資資産は、取引先別に入金管理及び残高管理を行うことにより、信用リスク低減に努めておりま

す。 

投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することにより、発行体の信用リスク低減に努めており

ます。 

敷金及び建築協力金は、主に店舗の出店に係る賃借契約に対して、賃貸先に差し入れているものであり、取引先の財

務状況の悪化等による回収懸念先を定期的に把握することにより、信用リスク低減に努めております。 

買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。 

借入金のうち、短期借入金は、主に営業取引に係る資金の調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に

係るリース債務は、主に設備投資に係る資金の調達であり、償還日は決算日後、最長で23年９ヶ月後であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2020年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 3,698 3,698 － 

(2) 売掛金 2,643 2,643 － 

(3) リース投資資産 800 800 － 

(4) 投資有価証券 7,115 7,115 － 

(5) 敷金及び建築協力金 21,240 21,329 89 

資産計 35,498 35,587 89 

(1) 買掛金 13,012 13,012 － 

(2) 短期借入金 15,200 15,200 － 

(3) 一年以内に返済予定の長期借入金 8,122 8,122 － 

(4) 未払法人税等 2,558 2,558 － 

(5) 長期借入金 17,793 17,793 － 

(6) リース債務(※) 11,403 11,403 － 

負債計 68,089 68,089 － 

   （※）リース債務（流動負債）を含めております。 

 
(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらはすべて短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) リース投資資産 

 リース投資資産の時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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(4) 投資有価証券 

投資有価証券の時価の算定は、取引所の価格によっております。 

(5) 敷金及び建築協力金 

敷金及び建築協力金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値

によっております。 

負 債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(4) 未払法人税等 

これらはすべて短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 一年以内に返済予定の長期借入金、(5）長期借入金 

長期借入金はそのほとんどが変動金利であり、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額と近似して

いると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

(6) リース債務 

リース債務の時価は、帳簿価額と近似値であることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 1,973 

その他 504 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため時価開示の対象

から除外しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の 

内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円) 

親会社 

ＤＣＭホ

ールディ

ングス

(株) 

東京都 

品川区 
10,058 

株式保有

によるグ

ループ会

社の経営

管理・商品

卸売業 

（100％） 

商品仕入・

資金調達・

役員の兼任 

商 品 仕 入

(※1) 
100,385 買掛金 12,148 

利 息 の 支

払(※2) 
109 - - 

資 金 の 借

入(※2) 
23,000 

短 期 

借入金 
13,000 

一年内返

済予定長

期借入金 

8,122 

長 期 

借入金 
16,293 

子会社 

(株)ホー

マックニ

コット 

札幌市

厚別区 
490 

ホームセン

ター業 
100％ 

商品販売・

資金貸付・

役員の兼任 

資 金 の 貸

付(※3) 
12,151 

短 期 

貸付金 
1,833 

長 期 

貸付金 
5,730 

 (注)1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2.取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 商品仕入については、商品取引基本契約等に基づき仕入価格を決定しております。 

※2 取引金額は借入実行額を単純加算しております。資金の借入は、市場金利を勘案し借入利率を合理的に

決定しております。なお、担保の提供はありません。 

※3 取引金額は貸付実行額を単純加算しております。資金の貸付は、市場金利を勘案し貸付利率を合理的に

決定しております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

１. １株当たり純資産額 1,670円51銭 

２. １株当たり当期純利益   159円35銭 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


